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シンボルマーク「天空の地平線」の意味

環境との調和
前田建設の頭文字である「M」の中の青空に浮かぶ緑の地球。

美しい地球の環境を敏感にとらえ、美しい人間生活に貢献しようとする姿勢を表現しています。

信頼のテクノロジー
カラーで精緻なグラフィック表現は、先進的なハイテクノロジーを象徴するとともに、

安定性を持ちながらも天空に向かっていこうとする、大志を抱くイメージを持っています。

美的価値の尊重
従来のマークの域を超えた、リアルなグラフィック表現の採用は、建物は勿論、

その施工のプロセスでも美しくありたいとする願いが込められています。

●問い合わせ先
本店 安全環境部 03（5276）9429
http://www.maeda.co.jp

2002年8月
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世界の環境問題への取り組みは、2001年10月から開

催されたＣＯＰ７（気候変動枠組条約第７回締約国会議）

において「ＣＯＰ６再会会合において採択されたボン合

意を基として、京都議定書の実施に関わる法的文書が

採択」され、地球規模での効果的且つ持続可能な温暖

化対策に向けて、本格的な動きが始まりました。

我が国においても、「大量生産・大量消費・大量廃棄」

の社会から「持続可能な簡素で質を重視する」社会への

転換を図るため、2001年2月に内閣総理大臣主宰の「21

世紀『環の国』づくり会議」が設置されました。この

会議では、「地球の環」、「環境と経済の環」、「物質循環

の環」などがとりまとめられ、行政、企業の役割を示

すに留まらず、国民のライフスタイルの改革という、

国全体としての「環」に対する前向きな方向付けが提

唱されたといえます。

一方、2001年は「食の環」に関わる企業および行政

にとっては、モラルが問われるような事件や、食の安

全を根本から見直す必要性が問われるなど、真摯な反

省を促される年でもありました。建設業界においても

公共投資の抑制、民間設備投資の低迷など厳しい受注

環境にあり、より一層の建設コストの縮減、生産シス

テムの改革等、克服しなければならない経営課題が山

積みといえます。加えて、建設産業は、自然環境の中

に構造物を造る担い手であり、未来永劫にわたる自然

との調和を、国民から最も期待されている産業である

ことも深く理解しております。その意味で、我々建設

業者は、これらの課題を必ずや克服するとともに、よ

り豊かな社会環境造りへの貢献を広くお約束し、実現

に向けて日々努力致しているところです。

このような観点から、前田建設では、環境への取り

組みを「企業の社会的責務」、「豊かな社会づくりへの

貢献」ととらえ、継続的な環境保全活動を進めて参りま

した。2000年度に定めた３カ年中期環境計画もさらな

る継続性を高める意味合いから2004年度までにロ－リ

ングし、2000年度構築した全社統一の環境マネジメン

トシステムの運用の評価や、導入した環境会計の精度

の向上などに努めております。私たちは明るい未来を築

くことを目指して「常に夢を持ってチャレンジ」し、社

会に意義ある貢献をしていきたいと考えております。

本書は、前田建設が推進する企業活動に関する情報

開示の一貫として、2001年度に取り組んだ環境活動の

一端をまとめたものです。作成にあたりましては、昨

年度、皆様方からお寄せ戴いたアンケ－ト結果も参考

とさせて戴いております。今年度も広く皆様にご一読

いただき、私たちの取り組みについて多くのご意見を

お寄せいただければ幸いです。

2002年8月

ごあいさつ

代表取締役社長
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環境報告書作成指針、対象年度、対象範囲

作成指針：環境省などのガイドラインを参考に作

成しました。

対象年度：原則として2001年4月1日～2002

年3月31日までといたします。ただ

し、一部範囲を超えた情報も含まれて

います。

対象範囲：前田建設本店・支店・作業所（海外・

関連会社は含まず）。

●商　　号 前田建設工業株式会社

Ｍａｅｄａ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ

●創　　業 大正８年（1919年）１月8日

●設　　立 昭和21年（1946年）11月6日

●事業目的

１．土木建築工事その他建設工事全般の請負、企画、測量、

設計、施工、監理及びコンサルティング

２．建設及び運搬用機械器具、各種鋼材製品の設計、

製造、修理、販売並びにこれに関連する工事の請負

３．不動産の売買、賃貸、仲介、管理及び鑑定

その他

●資 本 金 23,454,968,254円（2002年3月31日現在）

●従業員数 3,810名　　　　　（2002年3月31日現在）

■主な完成工事

■会社概要

【土木】

・北陸農政局日野川用水（二期）農業水利事業桝谷ダム第四期建設工事
・第二東名高速道路豊田ジャンクション東工事
・舞鶴発電所新設工事のうち主要土木工事第3工区
・長田工区（北行）トンネル工事（その2）
・九州自動車道加久藤トンネル南工事

【建築】

・（仮称）北広島駅東地区複合施設（優良建築物等整備事業）計画新築工事
・都立羽田地区総合学科高等学校（11）建設工事
・曙ブレーキ工業（株）Akebono Crystal Wing 建設工事
・若江岩田駅前地区第一種市街地再開発事業施設建築工事及び
建築物除却・整地工事

・六甲女子学生会館（仮称）新築工事

�

完成工事高�受注高�

4,531

5,052

4,220

4,708

4,130 4,156 4,133 4,091

土木�
（1,407）�

建築�
（2,234）�

建築�
（2,358）�

土木�
（1,539）�

3,641 3,897

2000年度� 2001年度�1997年度� 1998年度� 1999年度�

2

■受注高・完成工事高の推移　　　　（単位：億円）
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環境マネジメントシステム

■環境マネジメントシステムの継続的改善のあゆみ

1998年11月、当社は、建築設計部がISO14001を審査登録しました。それから3年経過し、現在では、環境は全部門・全員

参加で取り組むとういう経営方針のもと、全社を統一した環境マネジメントシステムに基づいて事業活動をしています。

下表は、マネジメントレビュー・外部審査での指摘や内部監査での結果を踏まえて“環境マネジメントシステムの継続的改

善のあゆみ”をまとめたものです。

2000年度～2001年度の主な改善事項の詳細とMAEDAの「環境管理体系図」との関係を下記に示します。

4

MAEDA環境方針と理念

MAEDA環境方針�

基本理念�

取り組みの視点�基本方針�

MAEDAは、「MAEDA環境方針」に基づき、全社をあげて環境への取り組みを展開する。�

「MAEDA環境方針」は、「基本理念」「基本方針」「取り組みの視点」で構成する。�

MAEDAは、全ての事業活動を通して人と自然が調和する環境の創造と�

環境負荷の低減を図ることにより、持続的発展が可能な社会の実現を目指す。�

「基本理念」を実現するため、�

5つの「基本方針」を設ける。�

　　顧客に対し、環境への配慮を提案する�

　　環境技術の開発・展開を図る�

　　事業活動の全ての段階で環境負荷の低減に�

　　取り組む�

　　企業市民の責務として、法の遵守、情報の�

　　公開、社会・地域との連携を図る�

　　環境マネジメントシステムを効果的に運用�

　　し、環境への取り組みを継続的に改善する�

�

豊かな緑と大地�

きれいな水と空気�

エネルギーの有効活用�

ゼロエミッション�

建造物の長寿命化�

公害の予防と修復�

快適な生活環境�

�

1

2

3

4

5

「基本方針」を事業活動に展開するにあたり、�

7つの「取り組みの視点」を設ける。�

�1

3

4

5

6

7

2

当社は創業以来、顧客と地域社会に対しより良いサービスを提供することを理念として事業活動を行ってきました。

環境に優しいサービスは最終的に顧客や地域の利益となることを経営に反映するため、2001年度も引き続き「ＭＡＥＤＡ

環境方針」を、企業の経営規範の一つとしてまいりました。

社　是
「誠　実」
事業をやっていくからには儲けなければならない。だが、儲けることばかり考
えていたのでは事業は永続きしない。そこに真心があり、取引先と心の触れ合
いがあってこそ事業は永続きし、発展する。「誠実」が事業の根本である。

「意　欲」
仕事、それは自分との戦いである。技術にしても、価格や工期にしても負けな
いという自負心や、打ち克たねばならぬとして己を鞭打つ「意欲」に欠けては
仕事は出来ない。要は“やる気”である。「意欲」それは仕事においても、人
生においても不可欠な心の糧である。

「技　術」
前田は「技術」を売る会社である。工事の出来栄えをひと目見れば、これは前
田がやったのだということがわかるような仕事でありたい。他人のまねをする
より、他人がまねたがる「技術」それが我々の売りものである。

M
A
E
D
A
環
境
方
針
と
理
念
・

環
境
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム年　度�

　　　ねらい�

　　1.環境方針改訂�

　　2.適用範囲拡大�

　　3.マニュアル改訂�

　　4.組織体制強化�

　　5.教育体制強化�

　　　問題点�

主

な

実

施

事

項

�

1998年� 1999年� 2000年� 2001年�

・上流部門の環境マネジ�
　メントシステムの構築�

・支店の環境マネジメント�
　システムの構築と運用�

・全社の環境マネジメント�
　システムの構築と運用�

・内勤部門の組織目的に�
　応じた活動の取り組み�

・既存の新入社員教育に�
　環境教育を設定�

③本支店営業部等の内勤�
　部門の活動開始�

・全社版「環境マニュア�
　ル」の改訂�

・建築設計部「環境マニ�
　ュアル」制定�

・全社「マネジメントシス�
　テム整備の中期計画」の�
　策定と推進体制の整備�

①MAEDA環境行動指針」�
　を「MAEDA環境方針」�
　に改訂�

④「環境委員会」の設置�
・本店環境部の増員と支�
　店環境業務の明確化�

②「中期環境計画」の策定�
・全社版「環境マニュア�
　ル」制定�

・全支店の審査登録完了�
・全社統一システムでの�
　審査登録�

・支店環境部長の専任化�

・内部環境監査員のレベ�
　ルアップの教育実施�

・本支店の内勤部門は、�
　オフィス活動のみの環�
　境活動である�

・支店モデル版「環境マ�
　ニュアル」の制定�

・既存の5年次教育に環�
　境教育を設定�

・本店の環境活動の取り�
　組みが遅れている�

・全社のシステム構築推�
　進計画が不明確である�

・建築設計部の審査登録�・横浜支店の審査登録�

最高経営層� 本・支店管理部門� 作業所�

環境影響評価表他�

法規制等リスト�

環境目的・目標設定表�

プログラムの策定�

プログラムの運用�

内部環境監査�

環境影響評価表他�

法規制等リスト�

環境目的・目標設定表�

プログラムの策定�

プログラムの運用�

内部環境監査�

MAEDA環境方針�

中期環境計画書�

全社（支店）年度環境�
目的・目標書�

マネジメント・レビュー�
目的・目標達成度評価�

目標達成度評価・報告�データの集計・報告�

Policy

Plan

Check

Action

Do

Plan

Check

Action

Do

①2000.4：「MAEDA環
境行動指針」を I S O �

 14001規格に基づいた
「MAEDA環境方針」
に改訂する。�

②2000.10：2002年度
を最終年度とした3カ年
の「中期環境計画書」を
策定する。�

③2001.4：全員参加の
方針のもと、本支店営
業部等の内勤部門も、
組織目的に応じた環境
側面と目的・目標を取
り上げ、環境活動を開
始する�

�
④2001.4：マネジメントレビューにおいて、日常の環境活動
の報告がないという社長の指摘を受け「環境委員会」を設置
する。開催頻度は四半期毎とし、既存の会議体を利用する。�

＜主な改善事項＞�

※最高経営層は、社長、安全環境本部長、支店長を言う。�

（
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
）�

（
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク
）�

■MAEDAの環境管理体系図（要約）
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MAEDAの事業活動と物質、フロー

�

施工活動での投入資源�
�

オフィス活動での�
投入資源�
�

施工活動での�
投入エネルギー�

建設副産物リサイクル率・量�

社会で再生�社会で再生� 建設活動での�
環境負荷量�
�

オフィス活動での�
環境負荷量�
�

施工活動�

最
終
処
分�

14万t
オフィス活動�

企画・設計・�
技術開発活動�

再生材の利用�

投入�投入�

購入�購入�

排出�排出� 処分�処分�

コンクリート　70万 m3�

鋼材（電炉）　9万 t�

鉄筋（電炉）　15万 t�

型　　　枠　132万 m2�

高炉セメント�
（フライアッシュセメント）　1.7万 t�

再 生 砕 石　1.9万 m3�

その他
 

コンクリート塊　146千 t�
アス・コン塊　45千 t　�
木 　 く 　ず　　5千 t�
そ の 他
 

環境負荷低減技術の運用システム�

環境配慮設計の推進�

環境負荷低減技術の開発�

建設副 産物リサイクルの推進�

CO2排 出量の削減�

省資源 ・省エネルギーの推進�

環境に 対する知識と意識の向上�

省資源・省エネルギーの推進�

環境に対する知識と意識の向上�

建設汚泥　129千 t�
建設発生土有効利用率　93.6 ％�
事業系一般廃棄物リサイクル量　�
　古　　紙　61 t�
　アルミ缶　75 kg 

CO2排出量　152,738 t-CO2�

NOX排出量　955 t（軽油より）�
残　　　土　498万 m3�

建設廃棄物　669千 t�
　建 設 汚 泥　165千 t�
　特別管理産業廃棄物　103 t�
有害物質、騒音、振動、その他�

CO2排出量　3,095 t-CO2�

�

電力量　108,200千 kWh�

軽　油　52,222 kl�

灯　油　2,251 kl�

A重油　3,373 kl�

延労働人員数　392千人�

電　力　量　8,058千 kWh�

用紙購入量　1,531万 枚�

文具費、OA機器、その他�

土　　　砂　268万 m3�

砕　石　等　13,000 t�

�

※1

※2

※3

※4

※5

※6

※7

※8

M
A
E
D
A
の
事
業
活
動
と

物
質
、
フ
ロ
ー

当社のＭＡＥＤＡ環境方針基本理念実現のためには、事業活動が環境にどのくらい負荷を与

えているかをしっかりと認識する必要があります。そのためにどのようなエネルギ－や資源を

どのくらい消費しているか、排出しているか、できる限り定量的に記載しました。

なお、建設業の事業活動は、単品受注生産の請負工事が主で、環境負荷量の経年変化（削減

量等）は、その年の受注高、受注内容に左右されるため、単年度にて表しております。

P10～13
P14～21

P17

※1：材料購買システムより集計しました。外注発注分は除きます。
※2：作業所調査をもとに完成工事高にもどして推計しました。
※3：本店、支店の2001年度の集計です。
※4：完成工事分の数量集計です。
※5：完成工事分の数量集計です。
※6：2001年度工事（完成工事＋継続工事）のリサイクル率より算出しました数量集計です。
※7：本店、支店の2001年度の集計です。
※8：2001年度工事（完成工事＋継続工事）より推計しました。
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全社環境行動計画・実績

�
�

施工活動�

実　　績　（2001年度）　　�計　画（2002年度）　� 中期目標（2004年度）�
取 り 組 み 内 容 �

技術開発・�
設計活動�
�
�

オフィス�
活動�
�
�

共
　
通�

EMS

社会貢献�

「中期技術開発計画」における�
環境関連技術開発の推進�
　　・ＬＣ評価技術�
　　・リサイクル技術�
　　・省エネ評価技術�
　　・リニューアル技術�
�
ＬＣＣ設計ツールの整備、�
開発技術の適用�
�

「中期技術開発計画」における�
　環境関連重点課題の実施�
�
�
�
�
�
環境配慮設計の実施�

ライフサイクル（ＬＣ）評価技術（土木）の開発�
土木構造物のリニューアル技術の開発�
建設廃棄物リサイクル技術の開発�
産業廃棄物のリサイクル技術の開発�
�
�
ＬＣ評価技術（建築）の整備�
更新性配慮型集合住宅の開発�
省エネビル設備評価システムの開発�
シックハウス対策技術に関する研究�

産業廃棄物のリサイクル技術の開発�
ＬＣ評価技術（土木）の開発�
汚染土壌の改良技術の開発�
ナレッジマネジメントシステムの構築�
�
�
更新性配慮型集合住宅の開発�
省エネビル設備評価システムの開発�
シックハウス対策技術に関する研究�
建築リニューアル技術の開発�

�
�

建設副産物�
リサイクルの推進�

省資源・省エネル�
ギーの推進�
� �

地球温暖化ガス排出量の削減�
�
発生量の把握（2000年度）�
対策検討・目標の設定（2001年度）�

省資源・省エネル�
ギーの推進�

環境に対する知識と�
意識の向上�

“環境知識と環境意識”�
　のパフォーマンス�

【リサイクル率】�
アスファルト・コンクリート塊�
コンクリート塊�
建設発生木材�
（熱回収のない焼却を含まず）�
�
建設汚泥�

�
90 ％�
90 ％�
90 ％�
�
�
65 ％�
�
�

�
99.2 ％�
94.8 ％�
72.3 ％�
�
�
77.9 ％�
�

最終処分量の削減�
マテリアルリサイクルの推進�
熱回収のない焼却量の削減�
分別回収の徹底�
�
�
�
環境対策モデル工事�
�
�
建設発生土の工事間利用�
�
混合廃棄物の削減�
�
�
�
�
グリーン調達の推進�
�
�
CO2排出量の把握�
�
温暖化ガス削減対策�

すべての作業所で再生資源利用［促進］実施書の作成�
�
�
優良業者の評価・選定による表彰�
リサイクル集計による最終処分量削減の認識�
�
�
ゼロエミッション推進モデル工事として�
各支店2件活動開始�
�
�
�
業界団体の「小口巡回回収実験」への参加�
発生抑制・分別回収・再資源化の推進�
�
�
�
�

【リサイクル率】�
アスファルト・コンクリート塊　　98 ％�
コンクリート塊　　　　　　　　　96 ％�
建設発生木材　　　　　　　　　　90 ％�
建設汚泥　　　　　　　　　　　　70 ％�
廃棄物集計システムの改善�
ゼロエミ作業所　　　全作業所�
�
【有効利用率】�
建設発生土　　　　　　　　　　　95 ％�
�
�
�
建築系混合廃棄物の原単位　　　　18 ｋｇ/m2�

�
電子マニフェスト制度の検討�
建設副産物情報交換システムの検討�
�
コスト効果のある調達品目の調査�
調達品目の拡大�
�
ＣＯ2排出量把握を業務として定着（全数把握）�
�
省エネ運転の拡大�
工事用電力の削減方法の検討�
�
�
�

グリーン電力証書の購入�
社有車の省エネタイプ化の検討�
調達品目の対象の拡大�
�

業者情報の追加検討�
社内ＨＰの更新�
（環境対策事例集、環境Ｑ＆Ａフォーラム）�
環境報告書・会計の更新�
�
�
�
�
�
�
e-learningの定着�

マニフェスト集計システムによる数量集計(2001年度分）�
�
�
環境報告書・会計、社内外のＨＰの更新�
�
�
環境教育、表彰、評価�
環境団体への寄付・基金�
�
�
人事制度への反映�

省エネ・耐震工事の実施�
�
紙・電気の削減活動�
事務用品のグリーン調達の実施�

省資源・エネルギー　温暖化対策�
�
グリーン調達�

建設副産物の情報管理�
�
�
環境コミュニケーション�
�
�
�
社会貢献活動�
�
�
社員の環境教育・啓発活動�

�

15.0�
kg/m2

17.7�
kg/m2

80 ％�93.6 ％�建設発生土（有効利用率）�
�
【排出量】�
建築系混合廃棄物の原単位�
�
�

�

�

�

省資源・省エネルギーの推進�
�
グリーン調達の推進�

�
�

�

�

�

�

�
�

グリーン調達の推進� グリーン調達の取組の推進�
�
�
サンプリング作業所におけるＣＯ2排出量調査の実施�
�
サンプリング作業所における「省エネ運転教育」の実施�

�

2001年度は「中期環境計画書（2000年度策定）」2年目にあたります。取り組み実績には

目標の達成への中間実績と主な活動内容を記載しました。マネジメントレビューにより見直し

を行い、中期ビジョン（2004年度目標）を策定しました。

全
社
環
境
行
動
計
画
・
実
績
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技術開発活動

2001年度 全社活動別の取り組み

当社は環境方針に則り環境技術の開発・展開を図り、循環型社会

の推進に貢献しています。

2
0
0
1
年
度
全
社
活
動
別
の

取
り
組
み
ー
ー
技
術
開
発
活
動

【建造物の長寿命化】【きれいな水と空気】

【豊かな緑と大地】【ゼロエミッション】【公害の予防と修復】

その他の環境技術開発 (一部設計活動を含む）

【環境負荷の低減】【建造物の長寿命化】

「水中橋脚の耐震補強、ＰＲＩＳＭ工法」

「土壌・地下水汚染対策エンジニアリングシステム・鋼板遮水システム」

「地下構造物の耐震性向上、ＳＣＵＴ工法」

水中橋脚に対し橋脚周囲の仮締め切り・ドライアップを

行わずに耐震補強工事を行うことのできる、周辺水域への

影響の小さい工法としてＰＲＩＳＭ工法を推進しています。

本工法は補強用鋼材を内包した高耐久性プレキャストパネ

ルを既設橋脚周囲に巻き立てるもので、補強後の橋脚は高

い耐震性能を保有するだけでなく、橋脚表面を覆うプレキ

ャストパネルにより臨海部の厳しい環境下においても優れ

た耐久性を有し、長寿命化を実現します。

本工法は、（財）道路保全技術センターより、道路保全技

術・技術審査証明を取得しています。

●土壌・地下水汚染対策エンジニアリングシステム

近年、土壌環境リスクへの対応が急務となっている中、

2003年からは「土壌汚染対策法」が施行されることにな

り、土壌・地下水汚染の未然防止・拡散防止・浄化につい

て、より一層の積極的な取り組みがなされる事になります。

当社では、1984年からの土壌・地下水汚染対策工事の実績

に裏付けられた、対象地における調査、対策方法の設計、

施工および保全・監視までを一貫して行う「土壌・地下水

汚染対策エンジニアリングシステム」にもとづき、環境修

復・保全対策を実施しています。

●鋼板遮水システム

最終処分場において、浸出水が外部に漏洩すると環境汚

染問題に繋がります。当社は、従来の廃棄物処分場が抱え

るこの問題点を解決する一方法としての「鋼板遮水システ

ム」の確立をめざす鋼板遮水システム研究会（会長・花嶋

正孝　福岡県リサイクル総合研究センター長）に参加して

おります。「鋼板遮水システム」とは、従来の遮水シートよ

りも強靱で長期にわたり損傷しにくい鋼板を遮水材として

使用するものです。当社では、2001年12月に我国初の「鋼

板遮水クローズド型最終処分場」を受注し、福岡県古賀町に

て工事中です。

環境負荷低減のためには、構造物の耐震性を高め長寿命

化を図ることが不可欠です。ＳＣＵＴ（Shear-Cut Culvert

Tunnel）工法は、開削トンネルの主要な地震時荷重である

上床版の周面せん断力を小さくすることにより，耐震性を

高めた構造物を構築する技術です。

本工法は、（財）国土技術研究センターより一般土木工

法・技術審査証明を取得しています。

ホイストクレーン�

プレキャストパネル�

曲げ補強鉄筋�

水面�

遮水鋼板（鉛直部）�

遮水鋼板（底面部）�
遮水鋼板（斜面部）�

モルタル吹付け�
不透水性アスファルトコンクリート�

親杭�
横矢板�

鉛直壁構造�

片勾配構造�

上部塩ビ板�
（t=1mm）�

下部塩ビ板�
（t=1mm）�

ふっ素樹脂シート�
（t=0.1mm）�

従来工法�

変位：大�

変位：小�

上敷土�

上敷土�

周面せん断力（大）�

周面せん断力（小）�

LF材�

1.0m

2.0m
（標準仕様の6.3kg/set）�

開削トンネル�

SCUT工法�

土壌洗浄法実証試験設備全景

鋼板遮水システム基本構造例
（図版提供：鋼板遮水システム研究会）

※保有開発技術として活用段階に入ったものは、継続的検証を行っていますが、今回記載を省略しました。

・ＬＣ評価（土木）算定システムの開発

・床先行工法の床衝撃音遮音性能の改善に関する研究

・シックハウス対策技術に関する研究

・省エネビル設備評価システムの開発

・更新性配慮型集合住宅の開発

・その他
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建築分野においては、環境配慮設計に着目し、自然エネルギ－の

有効利用、壁面緑化等を積極的に提案しています。

一方土木分野では、自然環境の保全、共存をテ－マに設計活動を

推進しています。

2
0
0
1
年
度
全
社
環
境
へ
の

取
り
組
み
ー
ー
設
計
活
動

設計活動

【豊かな緑と大地】【きれいな水と空気】【エネルギ－の有効活用】【快適な生活環境】 【豊かな緑と大地】【きれいな水と空気】【エネルギ－の有効活用】
【ゼロエミッション】【公害の予防と修復】【快適な生活環境】

【エネルギ－の有効利用】【快適な生活環境】

「次世代の省エネルギービル」をテーマとして環境負荷と

ライフサイクルコスト低減を目指して計画しました。

空調は仙台の気象条件を考慮して外気冷房を採用し、自

然エネルギーの有効利用を図っています。その他、照明の

昼光連動制御や人感センサー、氷蓄熱空調方式、エコケー

ブル、壁面緑化などの手法を積極的に採用しました。また、

7階屋上には環境配慮のシンボルとして当社開発の縦軸回

転式風力発電装置が設置してあります。発電した電気は屋

上庭園の庭園灯に利用しています。

首都機能を有する新たな都市を建設するに際しては、自

然環境やインフラ整備に対する負担を軽減するために、首

都機能の円滑な運営に必要な最低限の開発規模に制限し、

コンパクトな都市空間の創出を目指すことが望ましい。そ

のためにも、小さな都市が有機的に連携したサテライト方

式の都市モデルの導入は極めて有効である。この場合、無

秩序な産業の誘致や人口流入を防ぐための方策が重要とな

るが、周辺地域を含めた都市圏全域に対して、ある程度の

活気ある基盤産業を根付かせることも普遍的な都市の発展

には不可欠となる。

一方、当該地域のような山間部の農業地帯に新都市を建

設する場合、新都市の居住者と周辺農村部の人々が融和し、

如何にお互いを認め合って暮らしていけるかが大きな課題

となる。さらに、1999年の農業基本法の改正に伴い、今後は

農業に対して大規模な民間資本の投入が可能となり、生産

性の高い新しい農業生産システムの構築が可能となった。

このような背景を受け、本提案では福島県の山間部とい

う地域要件を踏まえ、従来からの農林業地帯である新都市

周辺地域を、都市部と密接にリンクした高度な農業生産地

域に育て上げ、我が国の先駆的な農業モデル地区として新

しい都市と共に発展させていくことをコンセプトの基本と

した。特に本構想では、都市部から発生する廃棄物に対し

様々なリサイクル技術を積極的に導入し、リサイクル産業

と新しい農林業の高度生産システムとを融合させることに

よって、都市活動と農林業との共存を図ったことに大きな

特徴がある。

建物のライフサイクル（建設・運用・廃棄）における長

期的な環境保全性及び経済性を定量評価することを目的に、

ＬＣ評価プログラム（ＬＣＡ・ＬＣＣ）を開発しました。本プ

ログラムでは、建物用途（事務所・集合住宅等）や設計段階

（企画～実施設計）に応じて、省エネルギーや長寿命化技術

等の環境配慮設計に対する建物生涯での環境負荷量（ＣＯ２・

ＳＯＸ・ＮＯＸ）及びそのコストを、概算レベルで算出するこ

とが可能です。

「環境配慮設計施工工事・東北支店新社屋」

「ライフサイクル（ＬＣ）評価技術（建築）の整備」

0 20 40 60 80 100 120
kg- CO2/年・m2

標準�

提案�

企画設計�

企画設計�

0.52

12.22 69.68 6.37

0.39

106.73

85.28

17.55

13.00

0.52

建設�
�

建設�

運用�

50.00
運用�

保全�

6.37
保全�

修繕�
更新�

15.00

修繕�
更新�

解体�
処分�

0.39
解体処分�

「周辺農村地域との融合を図った田園型サテライト都市”ＤＥＮ－ＥＮ”」

風力発電システム 氷蓄熱ユニット

『DEN-EN』の基本コンセプト�

コンセプト1�
/農林業�

都市と農村の融合を図った�
『田園型都市』の創出�

リサイクルと農業を結び付けた�
『ゼロエミッション型都市』の形成�

様々な都市機能を分散させた�
『環境共生サテライト都市』の創出�
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/リサイクル�
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福島県が提唱する21世紀型の新都市モデル「森にしずむ都市」で福島県知事賞を受賞
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猪苗代湖�
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民間随伴機能�

最高裁判所�
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１．ＣＯ2排出量の把握
算定方法 土木・建築作業所のＣＯ2排出量＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ
Ａ：ダンプトラックの搬送によるＣＯ2＝総搬送距離（完成工事物件全

数調査）（ｋｍ）÷燃費（km/1）×2.644kg-CO2/ｌ

総搬送距離（ｋｍ）＝Σ（発生土の運搬量（m3））／6.7m3（11ｔダ

ンプ１台当たりの積載量）×搬送距離（ｋｍ片道×2）

Ｂ：作業所施工段階による使用電力量、軽油量、灯油量、Ａ重油

量（一部）換算によるＣＯ2排出量

土木作業所61ヶ所、建築作業所38ヶ所の3ヶ月間サンプリング調

査より算出しました。

換算係数は「環境活動評価プログラム《エコアクション21》」（環

境庁1999.9）に統一しました。）

Ｃ：廃棄物運搬処理によるＣＯ2

2001年4月1日より2002年3月31日全マニフェスト数を集計し、平

均搬送距離よりＣＯ2排出量を推定しました。

オフィス活動のＣＯ2排気量は、全数調査にて算出しました。

2．省燃費運転教育
施工活動におけるＣＯ2排出量削減のため、「省燃費運転教育」を

試行しました。

2001年10月より2002年2月にかけて土木作業所3カ所（トンネル作

業所3カ所）にて「省燃費運転教育」と実際の「省燃費運転」を行

いました。当社の特徴は、当社職員のトレ－ナ－教育を事前実施

し、その者が車両運転者に「省燃費運転教育」を行い、継続して省

燃費運転実施を行います。

今回10トンダンプトラックに限定して試行しましたが、今後4トン

車､10トン車、建設機械など対象車種の拡大も検討していきます。

なお、今回の試行結果を踏まえたＣＯ2削減率推定値は以下のよう

になります。

ＣＯ2削減率（％）＝省燃費運転実施によるＣＯ2削減量×試行結果

削減率（13％）×実施換算係数（0.5）（1/土木・建築作業所のＣＯ2排

出量（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）×100＝0.3％

3．ＣＯ2削減意識調査
建設業界としての共通的な削減量把握方法を定め、当社のその普

及および実態を調査しました。

土木作業所34ヶ所、建築作業所71ヶ所、１年間の調査です、当社

の推定CO2削減率は13％になります。
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施工活動（その1）

【エネルギ－の有効活用】【ゼロエミッション】【公害の予防と修復】

【豊かな緑と大地】【きれいな水と空気】

【ゼロエミッション】

土木・建築共通 本年度は、当社のＣＯ2排出量の把握と、省燃費運転教育のモデル実施と、ＣＯ2削減意識調査をおこないました。

今期より「廃棄物100％のリサイクルを目指して、ゼロ

エミッションへの挑戦」をスローガンに工事から発生する

建設廃棄物の最終処分量をゼロに近づけるゼロエミッショ

ン活動を開始しました。

2001年度全国の土木工事作業所10カ所、建築工事作業所

11カ所を「ゼロエミッション推進モデル現場」として選出

し、取り組んでいます。

2002年度ゼロエミッション現場はモデル現場を40現場に

拡大し、今後さらにリサイクル率の向上、最終処分量の低

減に積極的に取り組んでいきます。

【前田ゼロエミッションの考え方】�

廃棄物の�
発生量予測�

発生抑制�

最終処分量ゼロ！！�

再利用・減量化�

再資源化�

啓発活動�

発生する廃棄物の種類と量の把握�

廃棄物になるものを持ち込まない、�
発生させない方法の検討と実施�
・無梱包化・ユニット化・工法の改善�
・工場加工　等�

廃棄物として搬出しない方法の検討�
と実施�
・杭残土の場内利用　等�

最終処分場に持ち込まないための方�
法の検討と実施�
・再資源化処理ルートの策定�
・分別ヤードの整備�
・分別活動の実施　等�

土木工事建設汚泥リサイクル率�

100�

80�

60�

40�

20�

0
2000年度�

96％�

73％�

目標70％�

2001年度�

（％）� （kg/m2）�
40

35

1999年度 2000年度 2001年度 2002年度 

25

目標値�

建築系混合廃棄物の原単位量の目標�

30

20

10

0

実
績�

実
績�

実
績�

28.2

18.8

17.7

18 18

CO2排出量（t-CO2）�

施工活動�

103,991 48,747
152,738

3,095

155,833

建　築�土　木�
オフィス活動�

建設汚泥は土木工事の場合、シールド工事などにより大量に

発生します。国のリサイクル調査結果でも明らかなように（リ

サイクル率41％〈国土交通省平成12年度調査より〉）建設汚泥の

リサイクル率の低さは、当社にとっても大きな課題であります。

4R活動を通じてその削減に取り組んでおります。

2000年度は中間処理施設へ持ち込んだ物はすべてリサイクル

されたと計算しましたが2001年度は処理されたリサイクル品が

市場のなかで有効活用される率も含み計算しました。当社の中

期目標を70％としています。

建築工事に於ける４Ｒ活動を通じ最終処分量の削減に取

り組んでおります。建築系混合廃棄物原単位量は最終処分

量の削減をみるための指標として使われています。

2001年度は17.7kg/m2となり前年度より削減されました。

2002年度の目標を18kg/m2としたのは４Ｒ活動の全社的定

着を目指す中で社会の動向、企業経営、現在の施工能力等

とのバランスをとりました。

長野支店　走行距離：14km　市街地で信号等が多い。朝夕は交通量が多い。�
　　　　　緩い上り下りがある。�
　　　　　実施時は降雪があり、スタッドレスタイヤに変更するなどの付加要素があった。�

関西支店　走行距離：5.1km　山道で信号なく、交通量は少ない。�
　　　　　上り下りが多い�
　　　　　下りでの惰行走行（エンジンブレーキ）が燃費向上につながっている。　�

�

2001年度省燃費運転試験結果　CO2削減率�

0

5

10

15

20

削
減
率
（
％
）�

施工�
場所� 関西支店�

�
関東支店�
�

長野支店�
�

平均�

8.4

12.0

22.7�
�

11.8�
�

3.5�

�

7.8

14.3�
�

教育時�

実施時�

「土木工事建設汚泥の削減」 「建築工事建築系混合廃棄物の削減」

「CO2排出量削減（本年度の取り組み）」

「ゼロエミッションの考え方」

【エネルギ－の有効活用】【ゼロエミッション】【公害の予防と修復】
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施工活動（その2） 共　通

【豊かな緑と大地】【エネルギ－の有効活用】【公害の予防と修復】

【豊かな緑と大地】【エネルギ－の有効活用】【公害の予防と修復】

【豊かな緑と大地】【きれいな水と空気】【公害の予防と修復】

【豊かな緑と大地】【快適な生活環境】

土木工事作業所、建築工事作業所においては、固有の環境負荷低

減活動を行っております。

今回その一例を紹介いたします

「プレキャスト埋設型枠による建設廃材の削減」 「オフイス活動」

「焼却炉・煙突の解体」「鋼製型枠使用による合板型枠使用量の削減」

東北地方における橋梁工事において函体状のプレキャス

ト埋設型枠（以下、ＰＣａ函体と略）工法を採用することに

より、型枠用木材を使用せず、建設廃棄物の発生を大幅に

削減しました。また、地方の山間部における工事では、建

設工事の合理化が自然環境保護に有効であり近年当工法が

クロ－ズアップされてきています。

ＰＣａ函体は、水セメント比30％の高強度モルタルに補強

材としてステンレススチ－ルファイバ－を体積比で2.5％混

入させたものです。ＰＣａ函体の組立は現場内で行いますが、

ＰＣａ函体が場外運搬可能な場合は、ＰＣａ部材を工場製作

とし函体一体とすることができます。この場合には現場で

の工程進捗に合わせて

「ジャスト・イン・タイム」の施工方法をとることが可能

です。（環境保護に有効）

東関東支店の千葉ＰＦＩ作業所では、梁に鋼製型枠を使

用し、5,350m2の合板型枠と、解体時に発生する合板の廃棄

物を削減しました。

北関東支店の沼田クリーンセンター作業所で、焼却施設

新設に伴い、既存の焼却炉（60t／2炉）、煙突（１本）を、

解体しました。煙突の解体の際、養生シートで全面を覆い、

煙突内部を負圧にし、クリーンルームを設け、ダイオキシ

ン飛散対策を施し工事を進めました。

当社では1996年度に会社創立50周年の記念企画として、
快適な環境と美しい景観作りのコンセプトを基本方針とし、

「豊かな緑をもっと」の植樹運動を計画しました。
この方針のもと、各地域での植樹事業協力、公的・私的

な公園・施設等での植樹などのアイデアを募り、国内本支
店で12カ所、海外1カ所で植樹事業を展開しました。

その後、5年が経過し、植樹運動の結果がどのようになっ
ているか、実施現場を調査いたしましたので、その結果2例
を報告します。
■養護施設の園内緑化

養護老人ホーム「尾張荘」（名古屋市守山区東山）に、入
居者の生活の快適性を増進するために、サツキ100本を中
庭に植えました。

その後、入居者の園芸サークルや愛好家の日々のお世話
により、植樹されたサツキは元気に育っており、入居者や

有毒な化合物で発ガン性を有するPCB（ポリ塩化ビフェ

ニル）は1972年に製造が禁止され、PCB特別措置法では、そ

の所有者が保管する事と定めています。当社では、「PCB使

用電気機器の管理要領」を定め全国の機材センターでPCB使

用電気機器を適正に保管しています。今後PCBの処理が可

能になった段階で適正な処理、処分を行っていきます。

ＰＣａ函体の背面には、後打ちコンクリ－トとの一体性を

確保するために目粗し処理が施してあります。

ＰＣａ函体の厚さは50ｍｍが標準となっています。本体の一

部として利用できること、表面ひび割れ幅の抑制効果を有す

ること、高い耐久性を有することなどが認められています。

粉塵防護

ダイオキシン濃度測定状況 煙突内部の洗浄

クリーンルームの設置

訪問者に安らぎを与えているとのことです。
■流通センター公園内の緑化
「LogiPark津山流通センター」（岡山県津山市）の敷地内

公園（3号公園）に、津山市の市木であるシラカシの木（高さ
2m）を15本植樹しました。

その後、シラカシの木は3mを超えて育っており、公園の
利用者の話によると、利用者が時々雑草取りを行っている
とのことです。

1. 設備診断の実施

2.リニューアル工事の計画と実施
・建築工事：耐震補強を主体とする改善
・給排水衛生設備工事：劣化した配管の更新およびトイレ

の更新
・空調設備：劣化した機器の更新および熱源機器（蓄熱槽

や冷凍機など）の省エネ運転制御システムの導入（中央監
視盤など）

・補助金の申請　
・補助事業名：平成13年度エネルギー合理化事業者支援事業
「事務所ビルの総合的省エネルギーリニューアルモデル事業」

3.省エネリニューアル工事の効果
・工事前の年間エネルギー使用実例は、357（kl）（2000年4月～

2001年3月、重油換算）
・工事終了後、2002年1月～2月の2ヶ月間における暖房運転

時の省エネルギー測定値に基づき、年間の省エネルギー効
果を計算した結果年間使用エネルギーの削減率は20.0％と
なった。

本店ビルの省エネ耐震構造の実施

「PCBの管理」 保管状況一覧�
支店名�
北海道�
東　北�
関　東�
北　陸�
中　部�
関　西�
中　国�
九　州�
合　計�

保有台数（コンデンサ）�
0�
1�

101�
11�
5�
58�
34�
9�

219�
�

支保工状況 梁筋組立状況

スラブ張り込み状況

【エネルギ－の有効活用】【建造物の長寿命化】

1996年植樹直後

保管庫

2002年2月現在の状況

「『豊かな緑をもっと』計画」

設備機器及び配管類の劣化状況や保守管理状況を調査�

調査結果と二次調査の要否判定�

詳細調査の実施�

設備診断報告書の提出�
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■建設副産物のリサイクル

リサイクル率は以下の定義により算定しています。

リサイクル率＝（現場内利用量＋減量化量＋再資源化・中間処理
施設で実際にリサイクルされた量 ※）／発生量×100（％）

※再資源化・中間処理施設等で実際にリサイクルされた量とは、コンクリ－ト

やアスファルトの場合は主に砕石として再生された量、汚泥の場合は脱水によ

る減量化と流動化処理土としての再利用、建設発生木材はパーティクルボード

等への再生や熱回収（熱回収のない焼却を含む場合は明記する）された量

・コンクリート塊、アスファルト･コンクリート塊

コンクリート塊のリサイクル率は94.8％、アスファルト･

コンクリート塊のリサイクル率は99.2％となり資源とし

て循環しています。

・建設発生木材

建設発生木材のリサイクル率は87.6％で、単純焼却を除

くと72.3％です。

・建設汚泥

建設汚泥のリサイクル率は、77.9％と中期目標の70％を

上回る結果となりました。

・建設発生土

建設発生土の有効利用率は93.6％となりました。昨年より若

干（2％）減少しています。

土木�
建築�
全社�

施工高1億円当たりの建設廃棄物の排出量（t／億円）�
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■排出量 イントラによるマニフェスト集計を2001年度より開始しました。

当社の建設廃棄物の総排出量は66.9万トンで、そのうち土木工事が64％、建築工事が36％となっています。

■品目 当社の建設廃棄物の品目構成は排出量の多い順に、建設汚泥、コンクリートがら、アスコンがら、混合廃棄物

（管理型含む）となっています。

2001年度 建設副産物の発生と利用

全社�

土木�

品目別廃棄物排出量�

建築�

コンクリー�
トがら�

アスコン�
がら�

がれき・�
その他�

ガラスくず�
および�
陶器くず�

廃プラス�
チック類�

金属くず�混合廃棄物�

安定型品目（t）� 管理型品目（t）�

建設汚泥�紙くず� 木くず�繊維くず�石膏ボード�混合廃棄物�廃石綿・�
廃油�

総排出量�
  （t）�

土木�

建築�

計�

100,721�

116,526�

217,246�

�

68,245�

8,832�

77,077�

�

4,410�

1,766�

6,176

1,163�

609�

1,772

1,018�

842�

1,860

4,571�

2,741�

7,312

2,456�

6,656�

9,112

229,639�

72,528�

302,167

222�

681�

903

8,469�

5,899�

14,368

7�

10�

17

416�

1,734�

2,250

13,069�

16,198�

29,267

15�

87�

103

434,423�

235,210�

669,632

建設廃棄物排出量集計表（2001年4月～2002年3月）�

コンクリートがら�
32.4％�

コンクリートがら�
23.2％�

コンクリートがら�
49.6％�

アスコンがら�
11.5％�

アスコンがら�
15.7％�

アスコンがら�
3.8％�

その他�
3.0％�

その他�
2.7％� その他�

3.6％�

混合 安定型�
1.4％�

混合 安定型�
0.6％�

混合 安定型�
2.8％�

混合 管理型�
4.4％�

混合 管理型�
3.0％�

混合 管理型�
6.9％�

木くず�
2.1％�

木くず�
1.9％�

木くず�
2.5％�

建設汚泥�
45.1％�

建設汚泥�
52.9％�

建設汚泥�
30.8％�
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■建設廃棄物排出量の推移

2001年度の土木工事の排出量（t/億円）は2000年度より増

加しました。
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2001年度 支店の取り組み

2
0
0
1
年
度
支
店
の
取
組
み

支店別データシート�

内容� 施工活動�

支店名�

北海道�

東北�

北関東�

東関東�

関東�

横浜�

北陸�

中部�

関西�

中国�

九州�

（本店）�

全社�

建設発生土� コンクリート塊� アスコン塊� 建設発生木材� 建設汚泥� CO2 CO2

オフィス活動�

紙� 電気� その他の活動�

301,863 �

811,559�

186,243 �

94,552 �

178,327 �

61,692 �

999,606 �

839,167 �

1,010,589 �

130,102 �

369,627 �

－　　  �

4,983,327 

46.3 �

99.7 �

93.7�

100.0�

100.0�

45.9�

99.4�

99.1�

91.4�

97.8�

98.8�

－　　�

93.6 

8,374�

5,395�

24,831�

2,526�

7,428�

12,561�

35,824�

8,309�

37,388�

4,542�

 6,651�

－　　�

153,830

85.0�

99.0�

99.1�

99.3�

100.0�

99.6�

99.9�

94.2�

90.1�

78.9�

81.7�

－　　�

94.8 

1,821�

4,246�

1,046�

2,400�

12,064�

210�

2,306�

2,279�

15,884�

740�

2,268 �

－　　�

45,264 

93.4�

100.0�

99.6�

99.2�

100.0�

100.0�

100.0�

100.0�

99.4�

92.4�

98.1�

－　　�

99.2 

1,285�

290�

239�

141�

176�

545�

2,022�

929�

1,170�

185�

401�

－　　�

7,382 

54.9�

96.2�

25.5�

72.3�

97.9�

94.7�

99.8�

99.9�

94.6�

99.6�

99.8�

－　　�

87.7 

51.6�

23.8�

25.5�

59.9�

49.1�

81.7�

99.3�

86.0�

78.6�

24.9�

57.3�

－　　�

73.3 

発生量(m3) 発生量(t) 発生量(t) 発生量(t)有効利用率(%) リサイクル率(%) リサイクル率(%) リサイクル率(%)リサイクル率1(%) リサイクル率2(%) 発生量(t)

15,552�

1,368�

5,177�

4,308�

34,237�

2,837�

1,298�

21,053�

70,034�

521�

8,573�

－　　�

164,958 

0.0�

12.8�

100.0�

98.7�

67.4�

97.6�

97.2�

95.3�

95.4�

94.4�

51.0�

－　　�

77.9 

排出量(t-CO2)

7,549�

10,070�

7,361�

1,808�

22,301�

3,685�

8,781�

13,958�

42,633�

21,884�

12,708�

－　　�

152,738 

使用量（万枚）�

54.2�

55.7�

49.4�

40.6�

183.5�

100.0�

73.2�

92.0�

138.0�

44.5�

111.4�

573.0�

1,515.5

使用量(万KWH)

18.0�

55.2�

4.5�

6.5�

72.6�

33.3�

19.5�

42.1�

54.5�

15.0�

19.0�

465.6�

805.8

排出量(t-CO2)

69�

212�

17�

25�

279�

128�

75�

162�

209�

58�

73�

1,788�

3,095

※発生量、リサイクル率は、2001年度の完成工事の値。P18の排出量集計とは異なります。�
※建設発生木材のリサイクル率１は減量化量（熱回収のない焼却）を含んだ数値、リサイクル率2は前記減量化量を含まない数値。�
※長野支店は関東支店へ、福井支店は北陸支店へ、神戸支店、四国支店は関西支店に含みます。�
※その他の活動：全支店にてゼロエミッションに取り組み中�

�

�

環境配慮設計施工の新社屋完成�

省燃費運転モデル試行�

�

建設ステーション元気アップコンテスト入選（作業所にて）�

�

�

�

省燃費運転モデル試行�

�

快適職場推進賞（作業所にて）�

社外の環境関連団体の活動に参加�

�

�

鶴見川のクリーン活動（2作業所にて）、建設ステーション元気アップコンテスト�
最優秀賞、優秀賞受賞（2作業所にて）�
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支店別建築系混合廃棄物の原単位�
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2001年度全社原単位目標値　18.0kg/m2
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当社は全社統一のＥＭＳを運用して事業を展開してお

り、各支店または作業所では、全社の中期環境計画や年度

の全社環境目的・目標を基に、各地域の特殊性を考慮した

環境目的・目標を立てて環境活動を進めています。

特に2001年度は、前年度に引き続き全社で建設汚泥、建

設発生木材等の建設副産物リサイクル率の向上を主要目的

に挙げました。以下、2001年度の各支店活動別環境パフォ

ーマンスの実績値や主要品目のリサイクル率についての考

察等を記載します。

■建築系混合廃棄物の原単位

建築系混合廃棄物の原単位は、建築工事の廃棄物指標で、

新築工事の延床面積当りの廃棄物排出量として表します。

この原単位は、単に混合廃棄物として排出された量だけで

はなく、単品に分別されても再資源化施設に搬出されなか

った量を含んだ値です。

また、建築工事の構造別、用途別により廃棄物排出量が

異なるため個別の工事ごとに原単位を下げる対策が必要に

なります。支店のばらつきについてもこの要因により発生

したものです。

■建設発生木材

再資源化施設の有無により支店別リサイクル率がばらつ

いています。2000年度に比べると全体的にリサイクル率が

上がっています。これは発生抑制の意識とリサイクル施設

への排出努力が少しずつ進んでいる事の現れと思います。

いまだリサイクル率の低い支店においてもさらなるマテリ

アルリサイクル可能施設の開拓を行っていきます。

■建設汚泥のリサイクル

建設汚泥については、粒度調整や流動化処理等により再

利用したり、フィルタ－プレスで脱水することにより減量

化を行っています。作業所で処理できないものは、再資源

化中間処理施設に搬出し、処理を委託しています。

一部土木公共工事において発生汚泥を最終処分場に搬出

する事が義務付けられる場合があり地域差がまだあります。

当社リサイクル技術の適用拡大につとめていきます。

※調査方法上、長野支店を別に表す。
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2001年度 環境会計

当社は社外への環境保全活動のより正確な情報開示と経

営資源の適正投資による経営の効率化を推進していくた

め、環境会計を導入しました。

■基本事項

（社）日本建設業団体連合会、（社）日本土木工業協会（社）

建築業協会の３団体でとりまとめた「建設業における環境

会計ガイドライン（中間とりまとめ）」2001 . 07を参考と

してまとめました。

1．集計範囲：前田建設（国内）

2．対象期間：2001年4月1日～2002年3月31日

工事に関しては、完成工事の総額で計上しました。

3．集計方法

（１） 集計の対象は、当社単独工事と当社が幹事のＪＶ

工事としました。

（２） 集計は、全数把握とサンプリングを組み合わせて

行いました。サンプリングの結果は、ＪＶ比率を考

慮し全完成工事高に換算しました。

（３）サンプリング件数・対象

・建築工事：70件

・土木工事：34件

それぞれ完工高の50％以上となるように選定しま

した。

（４）事業エリア内コスト

事業エリア内コストは、水質浄化のように必ず必

要となるコストと騒音防止コストのように対人的な

影響が大きいコストがあります。後者も全額で計上

しました。

（５）グリ－ン調達

集計は社内の購買品の管理システムを使用しサン

プリング調査により補完しています。

主な選定品目は高炉セメント、異型鉄筋（電炉）、高

炉コンクリート、再生骨材等です。

■環境会計の結果

１．事業エリア内コスト

公害防止コスト：地盤沈下防止コストがもっとも大き

く公害防止コストの70％、全体の24％を占めています。

資源循環コスト：廃棄物の処理コストが最も大きく資源

循環コストの86％、全体の39％を占めています。

2．投資

2001年度の投資は、0.4億円でした。内訳はグリ－ン

購入コストで0.2億円、技術開発システム関連で0.2億円

でした。

3．環境保全効果

地球温暖化防止：ＣＯ2に関しては、2001年度の発生

量を記します。削減評価に関しては削減対策の見なし効

果を記します。

資源循環：建設廃棄物に関しては、汚泥の排出量の増

加､コンクリート塊の増加のため対昨年比では増加して

いるが主要4品目合計リサイクル率は約9％増えている

ことから全体的に最終処分量は減少の傾向にあります。

■課題と今後の進め方

今後環境会計を経営手法として確立するために、当社の

基幹システムへの組み込みならびにＥＭＳ上の位置付けの

明確化を行っていきます。環境指標の検討と環境効率の評

価により長期的な視点にたった環境経営に役立つシステム

として継続的に活用していきます。 【補足説明】
※1 集塵機購入費用は簡便法により、総額の25％で計上しました。
※2 処理費用は込みとします。
※3採用不採用に関わらずすべての検討コストを計上しました。
※4 環境保全管理部門に関わる人件費のみを計上しています。
※5 環境保全関係の開発に関するコストで人件費を含みます。環境関連の外部委員会参加人件費を含みます。
※6 リサイクル率は、目標値が設定されている４品目（コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設汚泥、建設発生木材）の合計で算出しました。
※7 調達率は、購買品の管理システムで算出しました。

�

環境保全コスト区分�
大区分�

公害防止コスト�

コスト（億円）�

地球環境保全コスト�

資源循環コスト�

事業エリア内コスト�

上・下流コスト�

管理活動コスト�

研究活動コスト�

社会活動コスト�

環境損傷コスト�

区分� 内容� 貨幣・数量� 評価�
大区分� 中区分�

地球環境保全�

資源循環�

上・下流効果�

�
温暖化防止・省エネルギー�
�
建設副産物�
�
�
オフィス活動関係�
�
グリーン調達�

事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト�

中区分�
主な活動の内容�

大気汚染防止�
�
水質汚濁防止�
土壌・地下水汚染防止�
騒音振動防止�
�
地盤沈下防止�
その他公害防止�
　　小計�
温暖化防止・省エネルギー�
オゾン層破壊防止�
その他対策�
　　小計�
建設副産物減量化、リサイクル�
�
節水、雨水利用等コスト�
廃棄物処理費�
�
　　小 計�
�
グリーン購入のためのコスト�
環境配慮設計コスト�
　　小 計�
環境教育費用�
EMS 運用コスト�
環境負荷の監視・測定�
�
環境関連部門コスト�
　　小 計�
�
現場周辺美化対策コスト�
地域支援・環境関連基金・寄付等�
情報公開・環境広告コスト�
　　小 計�
土壌汚染、自然破壊等の修復コスト�
環境の損傷に対応する引当金�
環境保全に関わる和解金、補償金�
　　小 計�
合計�
�
�
�
�

トンネル坑外空気浄化※１�
アスベスト粉塵飛散防止対策 �
排水浄化設備�
沈砂池、仮調整池設置 �
外部足場防音パネル・防音シートの採用�
低振動・低騒音工法の採用 �
山留め工事、地盤改良工事の沈下対策費�
防塵対策�
�
オフィスの省エネ対応 �
フロン、ハロン類回収処理 �
生態系維持、配慮、仮設法面の緑化�
�
建設汚泥脱水処理、流動化による再利用�
建設発生木材・コンクリート塊等のリサイクル �
再生水の利用※2 �
建設廃棄物収運・処分 �
�
�
�
エコカーの導入 �
環境保全対応の建造物等を提供するための検討※3 �
 �
社員・協力会社への教育・啓発※4 �
EMS構築、運用、教育 �
水質試験、六価クロム、土壌汚染調査測定�
騒音・振動・沈下等周辺環境の計測 �
環境関連部門の人件費 �
 �
環境関連研究開発コスト※5 �
周辺美化、花壇作成、イメージアップ仮囲い �
環境団体への寄付・基金 �
環境報告書の作成、環境展などへの出展 �
 �
修復コスト �
マニフェスト（基金分） �
近隣家屋補修 �

※ 少数第二位以下は非表示としました。�

事
業
エ
リ
ア
内
効
果�

ＣＯ2排出量（施工活動）�
ＣＯ2排出量（オフィス活動）�
建設廃棄物排出量�
�
建設発生土�
資源の利用量（紙）�
　　　　　　（電力）�
オフィス�
資材・材料�
�

  152,738ｔ-CO2�
　  3,095ｔ-CO2�
　669.632ｔ　　  �
�
         498万m3�
   15,313 千枚�
     8,058 千kWh�
         0.1 億円�
       95.3 億円�

前年度比180％�
前年度比 68％�
排出量自体は16％の増加�
リサイクル率は87.7％※6�
有効利用率は93.6％�
2000年度比で93％�
2000年度比で98％�
調達率で48％�
調達率で32％ ※7

�

2001年度　環境会計集計結果一覧表�

環境保全効果一覧表�

0.6 �
�

7.3 �
0.5 �

4.2 �
�

29.7 �
0.1 �
42.4 �
0.1 �
0.0 �
2.6 �
2.7 �

8.1
 �
 �

0.0 �
17.5 �
30.4 �
55.9 �
101.0 �
0.2 �
1.2 �
1.4 �
0.1 �
1.3 �

2.1
 �
 �

0.7 �
4.2 �
5.6 �
10.3 �
0.1 �
0.1 �
10.5 �
0.1 �
0.1 �
0.2 �
0.4 �

123.1 �
�

収運費�
処分費�

削減みなし効果13.3％�

2
0
0
1
年
度
環
境
会
計　　　　　区分�

事業エリア内コスト（施工活動）�

事業エリア内コスト（オフィス活動）�

有害廃棄物適正回収�

廃棄物処理費用�

設計・オフィス活動�

グリーン購入コスト・効果（オフィス活動・施工活動）�

環境関連寄付・基金等�

環境関連 補償費 �

調査方法�

サンプリング�

全数�

全数�

全数�

�

�

全数�

全数�

�

期　間�

完　工�

年　度�

年　度�

年　度�

年　度�

年　度�

年　度�

年　度�

�

4. 調査方法・完工、年度区分の一覧表�

全数�
�

全数（システム）＋サンプリング�
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環境教育・啓発活動・社会貢献

■啓発・社会貢献
1. 「グリーン電力証書」の購入

自然エネルギーの利用を推進するため「グリーン電力証書」を今後15

年間、毎年100万kWh購入する契約を日本自然エネルギー（株）と締結し、

具体的購入が、2002年4月より開始されます。

当社の使用する電力のうち、契約量分を風力により発電したものとみ

なすことができるシステムです。

※詳細は、http://www.natural-e.co.jp を参照

2. アルミ缶回収の実施

本・支店オフィスの空き缶を分別回収し、2001年度は75.7ｋｇの回収実

績をあげました。缶の回収代金は災害援助などを目的とした義援金としま

した。

3. 社外での活動・支援

当社は、社団・財団法人等での環境活動に対し、参加、支援を行って

います。

アルミ缶�
回収量kg

2001�
年度�

1997�
年度�

1998�
年度�

1999�
年度�

2000�
年度�

13,320

75.7

222.0 185.3 108.4

環境寄付（円）�

143.7

11,118 6,504

3,009,000 3,000,000

3,735,960

8,622
4,542

金額（円）�

■環境教育
階層別、職能別の集合教育や設計・施工活動を通じ環境教育を行ってい

ます。

1. 集合教育

今年度は、主に本・支店の営業等の内勤部門が組織目的に応じた環境

目的・目標を持ち活動するという方針のもと教育・研修を行いました。

① 本・支店内勤の全部門の環境側面抽出等の研修とフォロ－（ただし既

に環境目的・目標を持つ設計・技術開発部門、土木・建築部門、管理部

門を除く）

② 階層別研修（新入社員、5年次研修）：3回、67人

③内部環境監査員養成の研修：2回、60人、2日間／コ－ス

2．設計や施工・オフィス活動を通じての教育

設計やオフィス活動に関する教育は、日常の業務を通じて環境の教育

を行っています。土木や建築の施工活動では、工事の着手前の検討会や

施工中の検討会等において環境対応の計画検討を行い、業務を通じて作

業所職員の環境教育を行っています。

EMS導入教育

アルミ缶回収実績

グリーン電力マーク

環境情報の開示

掲載日 掲載誌 掲載記事内容

01年4月 6日 建設工業 2000年度土木学会技術賞等受賞

01年4月10日 建設通信 屋上緑化を機能型と快適型に大別

01年4月13日 風力発電取り組み強化

01年5月10日 建設工業 「Re-HACCP」を展開

01年5月17日 店舗のメンテで提携

01年5月21日 建設工業 日本機械化協会より表彰

01年6月28日 ウッドベース工法施工性確認

01年7月 3日 建設産業 旧丸ビル基礎で再生紙を作成

01年7月18日 人工ゼオライトフォーラムが事例発表会

01年8月 3日 環境報告書2001を発行

01年9月20日 建設産業 福島県実施の21世紀型新都市モデル提案

01年10月 3日 建設工業 宇奈月ダムが全面完成

01年11月21日 日刊工業 建物ソリューションに参入

02年12月 3日 日経産業 環境経営重み増す前田建設は255位

02年 2月 2日 産経新聞 CO2削減作戦省エネ運転のコツを伝授

02年 2月18日 無人化機械土工システム技術審査証

明を取得

02年 3月 1日 床衝撃音の研究を強化

02年 3月29日　建設通信　　　本店ビル改修に先導的手法

02年7月「建設技術」風向きに依存せず低振動で風力発電するシステム

02年8月「東北ジャーナル」環境・省エネに配慮したオフイスビル

02年10月「日経コンストラクション」 22世紀に残すコンクリート構造物

EE東北2001 東北技術事務所　
5.22～24 建設汚泥、伐採木のリサイクル

中部電力蓄熱・電化フェア2001名古屋市中小企業振興会館　
6.6～8 氷蓄熱システム、省エネビル

地盤工学会研究展示会 アスティ徳島　
6.12～14 建設汚泥、伐採木のリサイクル

東北電力蓄熱・電化厨房フェアinあおもり　青森産業会館　
6.27～29 氷蓄熱システム、省エネビル

コンクリートフェア 札幌プリンスホテル　
7.4～6 コンクリート構造物のプレキャスト化技術

東京電力エネルギーソリューション＆蓄熱フェア 東京ビックサイト　
7.11～13 氷蓄熱システム、省エネビル

下水道展01東京 東京ビックサイト　
7.24～27 土のリサイクル、緑化技術、リニューアル、汚染対策技術

うつくしま未来博 須賀川市テクニカルリサーチガーデン　
9.21～30 水と土の浄化技術

建設機械と新工法展示会 東京ビックサイト　
9.19～22 水と土の浄化技術など

建設フェアin北陸2001 新潟市産業振興センター　
10.12～13 コンクリート構造物のプレキャスト化技術など

エコ・テクノ2001 西日本総合展示場　
10.16～18 水と土と緑の再生

トンネル工学における最先端学理・技術に関する国際会議 国立京都国際会館　
10.30～11.1 トンネル技術（リニューアル、省力化）

建設技術フェアin関門 下関市あるかぽーと　
10.31～11.1 水と土と緑の再生

みる・きく・ふれる・国土建設フェア2001 広島グリーンアリーナ
11.2～3 水と土と緑の再生

建設技術フェア2000in中部 ポートメッセなごや　
11.15～16 水と土と緑の再生

建設技術展2001近畿 アジア太平洋トレードセンター　
11.27～28 水と土と緑の再生

ウェステック廃棄物処理・再資源化展 幕張メッセ　
11.27～30 土壌汚染対策、廃棄物最終処分場

ハイウェイメンテナンスショー2001 東京ビックサイト　
11.29～30 コンクリート診断技術、リニューアル、省力化　

くらしと技術の土木展 in徳島 アスティ徳島
12.7～8 水と土と緑の再生

2002PLARC国際道路会議札幌大会 札幌ドーム　
2002 1.28～31 コンクリート診断技術、リニューアル、長寿命化

住まいと環境展 新宿パークタワー　
3.30～31 100年コンクリート、屋上緑化、太陽光発電パネル、風力発電

■新聞・雑誌の掲載記事

■展示会への出展

建設工業、建設通信、
建設産業

建設工業、建設通信、
建設産業

建設工業、建設通信、
建設産業

建設工業、建設通信、
建設産業

毎日新聞、日経産業、日本工業、
建設工業、建設通信

■表彰・評価 ■法規制遵守等の状況

環
境
情
報
の
開
示

環
境
教
育
・
啓
発
活
動
・
社
会
貢
献

（社）日本建設業団体連合会　　 環境委員会、地球環境専門部会、建設副産物専門部会およびＷＧ活動等

（社）建築業協会 環境部会、副産物部会およびＷＧ活動

（財）先端建設技術センタ－ 建設副産物ﾘｻｲｸﾙ広報推進会議ＷＧ

（財）地球環境産業技術開発機構　平成13年度法人賛助会費

（財）環境科学技術研究所 国際ワ－クショップ支援

国連大学ゼロエミッション・フォ－ラム ゼロエミッションに向けた取り組み

樹木・環境ネットワ－ク協会　　 活動を発展させる意見交換会

経団連自然保護協議会 経団連自然保護基金への寄附

瀬戸内オリ－ブ基金 瀬戸内オリ－ブの木植樹への寄附

建設工業、建設通信、
建設産業

建設工業、建設通信、
建設産業

廃棄物処理法等環境法令の遵守として2001年10月、汚水

漕解体撤去にあたり、油が混入しているのを知らず公共用

水に排水してしてしまいました。すべて適正に回復処理を

行い、今後の再発防止策として汚染防止の手順書を策定し

支店に展開しました。

①スーパーバキュームプレス
日本建設機械化協会貢献賞

②森にしずむ都市（自然との共生）
福島県知事賞

③スーパーバキュームプレス
（財）クリーンジャパンセンター本多賞

④フローデル（流動化処理工法）
（財）クリーンジャパンセンター資源環境技術システム表彰　会長賞
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１．豊かな緑と大地
・ビオトープ
・プレプラント緑化工法
・屋上緑化

２．きれいな水と空気
・アルミニウム電解添加法電気分解式
濁水処理装置ーD.C フロッカー
・エコグラブー水域の直接浄化法／
電解凝集・れき間接触酸化法
・中水道システム
・高品質水中コンクリートマースクリート　

３．エネルギーの有効活用
・ENERGY SAVING SYSTEM
・エコエネルギーリサイクルシステム＆
空調システム
・蓄熱式空調システム施工事例

４．ゼロエミッション
・有機性廃棄物コンポスト化プラント
・高含水土真空加圧脱水機──

スーパー・バキューム・プレス
・地下ダム／UNDERGROUND
DAM SITE
・新港／流動化処理プラント
・ウッドベース工法
・ケーキ・リソイルシステム
・コカグリーン
・フルPC 床版工法
・多機能打込みPC 型枠工法
・N∧LC- W 工法（高強度セメント
モルタル質押出成形打ち込型枠）
──二重壁打込型枠工法
・SEED フォームー高耐久性埋設型枠
・REED 工法ー橋梁建設に新時代を
切り拓く
・宇奈月ダム通廊のプレキャスト化
・流動化処理工法「フローデル」

５．建造物の長寿命化
・コッタークイックジョイント
セグメント
・ＰＲＩＳＭ工法

・土木構造物リニューアル・
テクノロジー
・ソフトコアリング小径コアによる
構造体コンクリート強度調査法
・炭素繊維シートによる鉄道高架橋
柱の耐震補強工法設計・施工指針
・ＳＱＣ Super Quality Concrete
・建築リニューアル

６．公害の予防と修復
・廃棄物最終処分場
・鋼板遮水システム最終処分場
・ELL システムー廃棄物処分場の遮水
シートの損傷位置検知システム
・土壌・地下水汚染対策のエンジニ
アリング
・有害物質汚染土壌の処理システム
──I S 処理工法
・低粉塵型吹付コンクリート工法
・低騒音大型ロックブレーカー工法
・直接通電加熱工法

７．快適な生活環境
・建築環境計画技術
・ホール音響
・テレビF M 放送の受信障害対策
・免震工法
・前田の制振工法
・建物クリニック──総合耐震診
断・補強システム
・耐震補強──既存鉄筋コンクリー
ト造建築物の耐震補強設計施工の
手引き
・微振動解析システム
・多目的エアーテント
・CSSRA 建築音響CAD システム
・インテリジェント・マンション
システム
・オフィス・イノベーション──
インテリジェント・全電化
・多目的風洞実験施設

・前田建設の環境技術
（総合パンフレット）

■環境関連パンフレット

MAEDA環境年表

●1982年「人間環境会議」開催�
●1982年国際環境計画「ナイロ�
　ビ」宣言�
●1988年「環境監査に関する声明書」�

●「持続的発展のための産業界憲章」�
●「効果的な環境監査のためのガイド」�

●BS7750環境管理システム規格発行�
●国連環境開発会議（地球サミット）�

●国連環境特別委員会�
�

●気候変動枠組み条約京都会議�
　（COP3）�

●気候変動枠組み条約ブエノス�
　アイレス会議（COP4）�
●ISO9000シリーズとの調和・改定�
　問題討議�

●「環境自己評価プログラム」�

●経団連「地球環境憲章」�

●通産省「ボランタリープラン」�

●環境庁「環境に優しい企業�
　行動規範」�

●「環境基本計画」�

●「環境保全率先実行行動計画」�

●経団連「環境自主行動計画」�

●環境庁「環境活動評価�
　プログラム」�
●環境JIS規格の一部制定�
●経団連「環境アピール」�

●地球温暖化策推進大網�
●経団連「自主行動計画レビュー�
　要請」�

●循環型社会関連法可決�

●EU環境管理・監査要請�

●ISO1400シリーズの一部発行�

●1973年土木協環境委員会設置�
●1973年日建連環境委員会設置�
●1990年建築協地球環境問題専門委員会設置�

●建設省「環境政策大綱」�
●建設省「建設副産物対策行動計画」�
�

●日建連等「建設業の環境管理システム」VOL.1�
●日建連等「環境保全行動計画に関する調査�
　報告書 」�
�

●日建連等「建設業の環境管理システム」VOL.2�
●日建連等「環境保全法令集」�
●建設産業行動ビジョン�
●建設業の環境保全自主行動計画�
�
�

●建設九団体「建設リサイクル行動計画」�
●日建連等「環境保全法令集」改訂98�
●日建連等「建設業の環境管理システム」VOL.5�
●建設業の環境保全自主行動計画第2版�
�
�

●建設業の環境保全自主行動計画第2版増補�
●日建連等「環境保全法令集」改訂99�
●建設九団体仮称「建設指定副産物等�
　リサイクル促進法」立法化に関する提言�
�

●建設リサイクル法成立�
●建設業者における「建設リサイクル行動計画」�
●地球環境・建築憲章�

●環境省発足�
●グリーン購入法基本方針�
　閣議決定�

●廃棄物処理法の改正�
●建設リサイクル法施工規則公布�
●家電リサイクル法施行�
●食品リサイクル法施行�

●建設業における環境会計ガイドライン�

●CO2削減量実態調査報告�

●建設省「環境リサイクル推進計画97」�
●日建連等「欧州建設産業の環境マネジメント�
　システム等調査報告」�
●日建連等「環境保全法令集」改訂97�
●日建連等「建設業の環境管理システム」VOL.3.4�
�
�

●日建連「環境保全行動計画作成の手引き」�

●CI導入�
●環境担当役員の設置�
●環境保全部設置�
●環境問題協議会発足（のち環境会議に改称）�

●全支店に環境保全部設置�
●全国間協保全部長会議発足�
�

●「建設系廃棄物処理マニュアル」制定�

●「環境ニースレター」発刊�
●「MAEDA環境行動指針」制定�

●「環境チェックリスト（CLE）」制定�
●日本品質管理賞受賞�
●「CLEレポート」VOL.1作成�
�

●「環境保全活動報告書」（平成7年度版）発行�
●「CLEレポート」VOL.2作成�
�

●「環境保全活動報告書」（平成9年度版）刊行�
●香港支店ISO14001審査登録（10月）�
●建築本部建築設計部ISO14001審査登録（11月）�
�

●「環境方針実施要領」制定�
●「環境必携」制定�
●横浜支店ISO14001審査登録（10月）�
●全支店ISO14001取得宣言�
�

●「MAEDA環境行動指針」を�
　「MAEDA環境方針」として改訂�
●中期計画確定�
●建設リサイクルシステム導入�
●ウエステック大賞受賞�
●共同住宅の「環境共生住宅」第一号認定　　�

●全社統一版ISO14001審査登録（3月）�
●環境会計の公開�

●廃棄物集計システム�
●ゼロエミッション推進モデル工事の開始�
●省燃費運転教育の開始�

�

●会社創立五十周年企画「豊かな緑をもっと」計画�
●「環境保全活動報告書」（平成8年度版）刊行�
●「CLEレポート」VOL.3作成�
�

●「建設工事における公害対策マニュアル制度�
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■アンケート結果の集計

2000年度のアンケート結果です。今後は社内職員の分は社内イントラネットにて集計する予定です。

あいさつ�
0％�

項目別�
関心度�

立場別�
回答数�

MAEDAの�
環境方針と理念�

5％�

MAEDAの�
環境年表�
2％�

会社概要�
0.5％�未回答�

0.5％�

建築業の�
環境負荷、EMS�

9.5％�

環境行動計画・実績�
12％�

投資家・株主�
0％�

顧客�
0％�環境NGO、NPO�

0％�
報道関係�
0％�

企業の環境担当者�
2.5％�

学生�
42％�

環境の専門家�
0％�事業所近隣住民�

0％�

社員�
54.5％�

その他�
1％�

未回答�
0％�

政府・行政関係�
0％�

環境情報の開示�
2.5％�

建設副産物の�
発生と利用�
18％�

支店の取り組み�
10％�

環境会計�
11％�

環境教育・啓発活動・�
社会貢献�
5％�

活動別の取り組み�
24％�

●ＳＶＰ（スーパーバキューム）について、
当社独自の技術でありながらも原価的な理
由等で採用を見送る現場が多く、せっかく
開発した機械も有効に稼働していない。ま
た、関心をもっているコンサルがあるにも
かかわらず“あんな機械”と思っている社
員も多いため、社内的にも広く浸透しない。
社員の意識改革と社内品を採用しやすくす
るようなシステムが必要。

●社員として施工活動に従事しておりなが
ら、環境に関する社会的要求の変化の速さ
を痛感するとともに、当社もこれをリード
すべく取り組む姿勢が理解できます。

●当社の保有開発技術の多様さに驚いた。
機会があれば、この様な技術を活かせる現
場に従事したい。

●前田の環境活動に対する予備知識がある
ので、本書の内容は理解できるが、社外の
一般世間の人たち向けのものとしては、も

っとわかりやすく読みやすい工夫がもう少
しあっても良いのではないかと思われます。

●我が社でも「リサイクルに対する取り組
みに力を入れているんだな！」と思うし、
これからも100％のリサイクルを目標にし
てがんばってほしい。

●我々、社員の知らないところでも社会貢
献活動を多岐にわたって行っていることを
もっと知ってもらうために、イントラ等を
使って広報活動した方が良いと思う。

●工事の施工側からの立場としてリサイク
ルに対し、非常な感心を持っている施主と
あまりない施主がある。これは官庁と民間
の差とも云える事ですが、職員として営業
面・設計面・施工面の多方面より提案し、
コストアップ、コストダウンの可能性を提
示とし、設計・施工時に責任をもって環境
保全の確保を推進する事が望ましいと思う。

●会社全体として積極的に環境に取り組ん
でいる様がこの報告書より伺れる。私も社
員として身近な所より環境に働きかけリサ
イクル等を推進していきたいと思います。

●環境活動については未だ手間のかかる意
識があり、その社会的な定着度という所に
少々の疑問をもつ念もありましたが、こう
した報告書となりますとその意識を再確認
出来ることは大変よいと思いました。末端
での努力の表面化として大変参考になると
思います。

●建設業は、とりわけ環境に大きく影響を
与える業種であり、環境活動を積極的に情
報開示することによって、企業イメージを
高められると思います。

●来年度以降の環境レポートも授業etcの参
考資料として活用したいので送付して下さ
い。

前田建設の環境活動についてご意見・ご感想
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